
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源
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見直し額

地籍調査事業 ○ S58 32 1 ○ 69,331 46,157 0 23,174 ○ ○ ○ ○ 0

土地基盤整備事業調査費 ○ H2 25 1 ○ 789 0 0 789 ○ ○ ○ 0

土地改良専門技術者業務委託事業 ○ H7 20 1 ○ 572 0 0 572 ○ ○ ○ 0

土地改良事業団体等補助金 ○ S29 61 1 ○ 1,000 0 0 1,000 ○ ○ ○ 0

土地改良事業推進対策事業費 ○ S43 47 1 ○ 5,212 2,606 0 2,606 ○ ○ ○ ○ 0

地域資源環境技術センター負担金 ○ S58 32 1 ○ 90 0 0 90 ○ ○ 0

地域用水機能増進事業 ○ H10 17 1 ○ 5,475 3,650 0 1,825 ○ ○ ○ ○ 0

地域水利施設活用事業（国営造成施設） 元気な産業 ○ ○ H17 10 1 ○ 20,205 13,115 0 7,090 ○ ○ ○ 0

地域水利施設活用事業（県営造成施設） 元気な産業 ○ ○ H17 10 1 ○ 30,000 0 0 30,000 ○ ○ ○ 0

担い手育成土地利用調整推進事業 ○ H5 22 1 ○ 938 618 0 320 ○ ○ ○ 0

基幹水利施設管理事業 ○ H8 19 1 ○ 104,854 26,662 50,870 27,322 ○ ○ 0

総合評価落札方式実施事業 ○ H20 7 1 ○ 93 0 0 93 ○ ○ 0

多面的機能支払交付金 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 586,937 70,000 175 516,762 ○ 0

土地改良区育成強化対策事業費 ○ S57 33 1 ○ 9,496 4,748 0 4,748 ○ ○ ○ 0

農地集団化事業費 ○ S48 42 2 ○ 2,140 1,211 0 929 ○ ○ ○ ○ 0

17 6 10 1 16 15 0 837,132 168,767 51,045 617,320 5 5 1 1 2 1 1 0 6 5 0 0 1 1 0 0 0 15 0 0 0 0 0 0 0 0

事            業           名

成果指標2結果分類活動指標1結果分類

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）農村振興課

会計区分

課・室名

一般会計

福井新々元気宣言
における位置付け

平成
２６年度
予算額

 財源内訳 活動指標2結果分類事務区分事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

成果指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ □ S58 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 32 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

42,748 42,538 90,135 47,051

39,667 38,568 76,068 40,521

39,667 38,568 76,068 40,521

0.86 0.72 1.52 0.9

7 7 7 8

13.0% 13.0% 13.1% 13.2%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

1.24

0.5% 調査等実施面積（19条5項指定含）／調査対象面積

その他特定財源

国　　　　　庫

所属の

方　針

継　　続

□

評価に基

づく今後

の 対 応

　事業実施市町については着実に調査を進めている。一方、事業の効果は理解しているが、財政上
の問題、人員の問題等から事業に着手できない市町があり、更なる調査の進捗を図るには事業主体
である市町や住民の理解が必要不可欠である。

整理統合

の推移 成果

指標

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

[事業の評価]

□

廃　　止

事業開始後の見直し状況

23,174

　当事業は、一筆ごとの地籍の明確化を図る基礎調査であること、また、この成果は、住民、行政
サービス等に活用されることから、今後も事業を継続し一層の促進を図っていく必要がある。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

縮　　減

71,883

69,331

当該年度調査面積

69,331 社団法人全国国土調査協会負担金について、事業の見直しにより負担金が平成
２３年度より２０千円から１５千円となった。

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

46,157

平成26年度予算額

 〕　／　整備目標

　当事業は、社会資本整備の根幹となる土地情報の調査を行う極めて重要な事業で
あることから、平成２２年５月に国の第６次十箇年計画が策定され、調査の一層の促
進を図ることとされている。

千　円

完　　了

そ の 他□

■

拡　　充

休　　止 □

□

□

□

Ⅱ

Ⅰ

事務区分

終期の見直し

当該年度地籍調査実施市町数

目標値、指標の積算根拠等

［活動指標、成果指標に対する評価］

進捗率

29.1%

15.9%

財源内訳

9

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

決 算 額 の 推 移

当該年度実施市町数指標事業効果 6.7%

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

国　庫

部（庁）

補 助 金

［事業内容］

実行予算含まれる事業数

（１）地籍調査事業
　一筆ごとの土地について、その所有者、地番および地目の調査並びに境界および地積に関する測量を行い、その結果を地図（地籍図）および簿冊（地籍簿）に作成する。
　この調査結果は、登記所に送付され登記に反映される。このため、本調査を実施することにより、土地に関するトラブルの未然防止や土地取引の円滑化、また、公共事業の円滑化や災害復旧の迅速化等
が図られる。
　【事業主体】　市町
　【負担割合】　国50％、県25％、　［市町25％］　　※［］は予算に含まず
（２）公益社団法人全国国土調査協会負担金…地籍調査事業に係る技術的支援等

法定受託事務

地籍調査事業

事業管理

特別会計会計区分
一般会計

企業会計

事      業      名

農村振興

事 業
区 分

農林水産

事　業
開　始
年　度

Ⅰ

県　単

そ の 他

23.0% 当該年度地籍調査実施面積（換算面積）km2

区　　　　　　分

29.7%

その他

２６年度

（単位：千円）

事業終了
予定年度

平均伸び率

経過年数

　国土調査法に基づき土地の実態を調査し、土地の最も基礎的な情報である地籍（所有者、地番、地目、境界、地積）を明確にすることにより、国土の開発およびその利用の高度化に資する。

結果分類

[予算額および指標の推移等]

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 計画・調査 Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H2 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

780 960 861 840

651 872 788 777

651 872 788 777

1 1 1 1

10 5 13 14

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □□ 縮　　減

□ 整理統合

予　算　額　（単位：千円） 789 ・経営体育成と併せた農業生産基盤の整備手法検討調査　 Ｈ２０完了
・土地改良施設アスベスト含有調査　Ｈ２０完了
・経済効果標準値調査、農業基盤整備調査　Ｈ２1調査内容・方法の見直しによる
減財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

□ 休　　止

特　記　事　項

□

■ 継　　続

終期の見直し

千　円

拡　　充

完　　了

□ そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

　土地改良事業の計画的な推進を図る上で、計画策定等に必要な諸数値の把握は不可欠である。

　土地改良事業に関する実態を継続して調査することにより、実態に即した事業を計画的に実施す
るため、継続していく必要がある。

一　般　財　源 789

[事業の評価]

の推移 成果 4

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

計画策定件数

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

11.6%

0.0%

Ⅰ

1 Ⅱ

6.1%

決 算 額 の 推 移 7.6%

事業効果 指標

活動 調査件数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 843

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 789

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫土地基盤整備事業調査費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　土地改良事業の効果算定や、事業計画の策定に必要となる諸数値の調査を行ない、事業の計画的な推進を図る。

事業終了
予定年度

2.7%

事      業      名 実行予算

その他

［事業内容］

経過年数 事務区分

部（庁）

法定受託事務

○土地改良事業に関する各種調査を実施する。
　（１）土地改良事業諸元調査…土地改良事業計画に用いる基礎となる諸数値の調査
　　　　【事業主体】県　　　【負担割合】県１００％

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

農村振興

そ の 他

事　業
開　始
年　度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分
一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産

－2－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　農地保全・指導 Ｇ

1 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,100 836 660 484

352 792 572 440

352 792 572 440

8 18 13 10

8 18 13 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

その他

土地改良専門技術者業務委託事業 国　庫含まれる事業数
事 業
区 分

事      業      名

完　　了

事　業
開　始
年　度

補 助 金

■

特　記　事　項

□

経過年数

そ の 他

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分

572

△ 6.6%

平均伸び率

そ の 他

拡　　充 □ 終期の見直し

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

その他特定財源

572

［活動指標、成果指標に対する評価］

　土地改良事業の実施にあたり法定化されている手続であり、事業計画の申請件数により増減す
る。

意見聴取件数

千　円

休　　止継　　続

縮　　減

□

□

成果

572

[事業の評価]

平成26年度予算額

所属の

方　針

計画決定件数

　土地改良法の規定に基づく手続きを進めるために必要な業務であり、今後も継続していく必要が
ある。

廃　　止整理統合 □

見　直　し　額

□□

評価に基

づく今後

の 対 応

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

[予算額および指標の推移等]

704

Ⅰ

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

の推移 13

指標

２６年度

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

一　般　財　源

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

事業終了
予定年度

26.0%

26.0%

決 算 額 の 推 移

26.0%

24.7%

13

事業効果

一般会計

企業会計
会計区分

農林水産 農村振興

　県営、団体営土地改良事業の法手続きにおいて、専門技術者および土地改良換地士（換地を伴う事業のみ）の調査報告を受ける。

【事業主体】県
【負担割合】県１００％

県　単

［事業内容］

指標

特別会計

　土地改良法の規定により、土地改良事業計画を策定する場合、または計画を変更する場合、専門的知識を有する技術者等の調査報告に基づいて計画の審査をすることとされている。
　このため、これを中立的な立場である専門技術者等に委託し、土地改良事業を適正に実施する。

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属 部（庁）

実行予算

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国営事業 Ｇ・Ｔ

1 □ □ S29 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 61 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,090 1,000 1,000 1,000

1,090 1,000 1,000 1,000

1,090 1,000 1,000 1,000

2 1 1 1

13 18 19 19

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

○次の団体等に対し、補助または事業費の一部を負担する。
　・九頭川下流域農業用水再編推進協議会
　
【負担割合】　県１００％

1,000

Ⅰ

活動

（単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅳ

会議開催・請願等回数

△ 12.5%

計 画 の 達 成 状 況

の推移

事業効果 19

成果

補助団体数

目標値の設定が困難

一　般　財　源

区　　　　　　分

指標

その他特定財源

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

県　単

一般会計
特別会計

事      業      名 土地改良事業団体等補助金

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

・福井県土地改良事業団体連合会負担金　H15廃止
・日野川水系総合開発促進協議会負担金  Ｈ20廃止
・九頭竜川下流域農業用水再編推進協議会負担金
　　～H11 2,000千円    H12～14 1,600千円    H15～16 1,440千円    H17～19 1,296千円
    H20～ 1,000千円
・農村環境整備センター　　～H14　260千円　　　H15～18　100千円      H19～ 90千円　 Ｈ22廃止

法定受託事務

[事業目的]

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

△ 2.1%
結果分類

　各種団体の行う事業に対し、補助または事業費の一部を負担することにより、当該団体の行う事業の円滑な促進や農業農村整備事業の推進を図る。

[予算額および指標の推移等]

２６年度

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

経過年数
事 業
区 分

含まれる事業数 実行予算

その他 そ の 他

企業会計
会計区分

農林水産

事務区分

国　庫

農村振興部（庁）

事業終了
予定年度

事　業
開　始
年　度

補 助 金

△ 2.8%

△ 2.1%

1

1,000

11.0%

予　算　額　（単位：千円） 1,000

国　　　　　庫

平成26年度予算額

財源内訳

事業開始後の見直し状況

□

□ 終期の見直し

□

□

拡　　充

見　直　し　額

□所属の

方　針

1,000

継　　続

□

　九頭竜川推進協議会については、２６年度に「九頭竜川地域　農と水の振興ビジョン」を改訂
し、平成３０年度の目標年次に向けて取り組んでおり、今後も一層の推進を図る必要がある。

□
　国営かんがい排水事業（九頭竜川下流地区）および関連県営事業の推進を図るために、関係官庁
および団体との連絡調整や、再編に伴う維持管理体制を構築するための土地改良区間の調整等が適
切に行われている。

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応

■

［活動指標、成果指標に対する評価］

完　　了休　　止

指標

縮　　減

千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
そ の 他整理統合 廃　　止□

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　農地保全・指導 Ｇ・Ｔ

1 ■ □ S43 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 47 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

7,610 6,850 6,160 5,540

6,944 6,624 6,160 5,540

6,944 6,624 6,160 5,540

9 8 9 9

7 6 7 6

86.8% 87.1% 87.4% 87.4%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □□ 縮　　減

□ 整理統合

予　算　額　（単位：千円） 5,212 　Ｈ１７に換地促進に関する業務を統合

財源内訳

国　　　　　庫 2,606

その他特定財源

□ 休　　止

特　記　事　項

　土地改良区の相談窓口として定着しており、土地改良区の運営、施設の維持管理
に関する指導を行い、土地改良事業の円滑な推進を図る。

□

■ 継　　続

終期の見直し

千　円

拡　　充

完　　了

□ そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

　年度により相談件数が増減するが、土地改良事業の円滑な推進に寄与している。

　水土保全強化センターは、土地改良事業（土地改良区運営、施設管理等）に関する窓口として土
地改良区の行う業務を円滑に進めるうえで重要な役割を果たしており、今後も土地改良施設の管理
指導業務における指導時間等の見直しを行い、事業の推進を図っていく。

一　般　財　源 2,606

[事業の評価]

の推移 成果

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

ほ場整備率

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

0.2% 整備面積／農振地域面積

8.7%

Ⅱ

12 Ⅰ

△ 3.0% Ⅲ

△ 6.9%

決 算 額 の 推 移 △ 7.2%

事業効果 指標 研修会等開催数 6

活動 相談件数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 5,540

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,212

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫土地改良事業推進対策事業費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　農村を取り巻く環境の変化等に伴い、土地改良区が行う土地改良事業の計画・実施、土地改良施設の管理、土地改良区の運営等に関する諸問題が増加し、内容も複雑なものになってきている。
　このことから、県土地改良事業団体連合会に水土保全強化センターを設置し、専門技術者による指導体制の確立を図ることにより、これらの問題の解決にあたるとともに土地改良事業の円滑な推進を図
る。

事業終了
予定年度

△ 7.5%

事      業      名 実行予算

その他

［事業内容］

経過年数 事務区分

部（庁）

法定受託事務

○土地改良管理指導センターが行う次の業務に対し補助する。
　　・土地改良施設の管理、指導に関する業務
　　・土地改良換地促進に関する業務
　　・土地改良事業に関する相談業務

【事業主体】福井県土地改良事業団体連合会
【負担割合】国５０％、県５０％

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

農村振興

そ の 他

事　業
開　始
年　度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 農地整備 Ｇ・Ｔ

1 □ □ S58 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 32 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

90 90 90 90

90 90 90 90

90 90 90 90

94.9% 95.0% 96.8% 97.5%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □□ 縮　　減

□ 整理統合

予　算　額　（単位：千円） 90 社団法人地域資源循環技術センター負担金の見直し　H19 100千円→90千円
農業集落排水事業諸基準等作成全国検討委員会負担金　H20廃止

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

□ 休　　止

特　記　事　項

□

■ 継　　続

終期の見直し

千　円

拡　　充

完　　了

□ そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

　汚水処理技術の進展と併せて継続的に整備を実施してきた結果、平成25年度末現在の整備率は
97.5%となり、農業集落排水の整備が進んでいる。

　農業集落排水事業を円滑かつ適正に推進していくためには、今後も事業を継続して技術的援助、
啓発普及のための各種資料の提供を受けていく必要がある。

一　般　財　源 90

[事業の評価]

の推移 成果

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

農業集落排水整備率

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

0.9% 整備率（共用率）＝共用（完了）現況定住人口÷整備人口（H22末現況定住人口） Ⅱ

0.0%

決 算 額 の 推 移 0.0%

事業効果 指標

活動

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 90

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 90

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫地域資源環境技術センター負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　農業集落排水整備事業の実施に当たり、新たな整備技術の導入や資源循環システムの確立などを図るため、地域環境資源センターより、各種情報の提供および技術的援助を受けることで事業を円滑かつ
適正に推進する。

事業終了
予定年度

0.0%

事      業      名 実行予算

その他

［事業内容］

経過年数 事務区分

部（庁）

法定受託事務

（１）一般社団法人　地域環境資源センター負担金（昭和５８年度より負担）･････農業集落排水整備に係る技術開発等

【負担割合】　県１００％

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

農村振興

そ の 他

事　業
開　始
年　度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分
一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国営事業 Ｇ・Ｔ

1 ■ □ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 28 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 17 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

7,500 6,750 6,075 5,700

7,500 6,750 6,075 5,700

7,500 6,750 6,075 5,700

1 1 1 1

12 12 14 12

558 527 670 807

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

特別会計
企業会計

会計区分

農村振興

実行予算
事業終了
予定年度

△ 7.5%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

経過年数

そ の 他

補 助 金
事 業
区 分

[予算額および指標の推移等]

5,475

5,475

事務区分

事      業      名

0.0%

国　庫

県　単

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

含まれる事業数

一般会計

農林水産 部（庁）

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

平成26年度予算額

指標

対象地区数

事業効果 普及啓発回数（講演等）指標

成果

3,650

区　　　　　　分

5,475

△ 7.5%

計 画 の 達 成 状 況

の推移 参加者数（各種活動） 721

△ 8.7%

２６年度

決 算 額 の 推 移

完　　了

1,825

Ｈ１９年度…足羽川頭首工地区および松ヶ鼻下流地区について、地域による管理
体制構築のため事業終了。

[事業の評価]

財源内訳 その他特定財源

国　　　　　庫

一　般　財　源

□

□

予　算　額　（単位：千円）

そ の 他廃　　止

千　円

休　　止 □

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

■

整理統合

見　直　し　額

□

拡　　充

Ⅰ

□継　　続

□

　講演会やワークショップ等の開催により、農業用水が持つ地域用水機能に対する地域住民の理解
が広がっており、地域全体で農業水利施設の管理体制の整備が促進されている。（足羽川頭首工地
区での取組みが日本水大賞を受賞した実績がある。）

評価に基

づく今後

の 対 応

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　農業用水の効率的利用と地域用水機能の維持増進を図るため、今後も啓発活動等を通して、地域
全体で農業水利施設の管理体制の構築に向け活動する。

事業開始後の見直し状況

7.8%

結果分類

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

1

14 Ⅱ

特　記　事　項

4.8%

Ⅱ

（単位：千円）

法定受託事務

［事業内容］

　農業水利施設の更新と併せて、農業用水のもつ地域用水機能（生活用水・防火用水・環境用水など）の維持増進を図るため、各種活動を通じて、地域による管理体制の整備を行う。

地域用水機能増進事業

その他

事　業
開　始
年　度

[事業目的]

○地域用水機能の維持・増進に資する各種活動
　・地域用水機能増進計画の策定
　・地域用水対策協議会の運営、関係機関との連絡調整、地域住民への普及啓発活動
　・地域用水機能増進のために行う水質管理、施設の維持管理等
　　　　実施地区　九頭竜川下流地区（H11～28）
【事業主体】土地改良区等
【負担割合】国５０％、県２５％、[その他２５％]　　　　※[　]は、予算に含まず
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 29 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

23,550 22,395 21,495 20,820

23,175 22,395 20,820 20,820

23,175 22,395 20,820 20,820

17 17 17 17

2 4 4 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □□ 縮　　減

□ 整理統合

予　算　額　（単位：千円） 20,205 　Ｈ２５に国要綱改正により、事業期間がＨ２９までに延長。

財源内訳

国　　　　　庫 13,115

その他特定財源

□ 休　　止

特　記　事　項

　地域住民も参画した農業水利施設の管理体制を整備することにより、農業水利施設
に対する理解の醸成や親水空間などの多様な活用を可能にする。

□

■ 継　　続

終期の見直し

千　円

拡　　充

完　　了

□ そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

　各土地改良区とも、管理体制は着実に整備されつつある。

　管理体制整備に対する支援により、土地改良区と地域住民との連携による維持管理を定着させ、
土地改良施設の多面的機能を適正に発揮させるため、今後も継続していく。

一　般　財　源 7,090

[事業の評価]

の推移 成果 1

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

施設管理協定締結数

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

28.1% 対象土地改良区（17）の非農家団体と管理協定を締結する。

0.0%

Ⅰ

17 Ⅱ

△ 3.3%

決 算 額 の 推 移 △ 3.5%

事業効果 指標

活動 対象土地改良区数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 20,630

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
△ 3.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 20,205

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫地域水利施設活用事業（国営造成施設）

その他

［事業内容］

事務区分

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　農業水利施設の有する多面的機能を適切に発揮するため、国営造成施設等を管理している土地改良区に対し支援を行い、地域住民など非農家を含めた管理体制を整備する。

事業終了
予定年度

経過年数

事      業      名 実行予算

新しい方向をひらく農林水産業

所　　属 農林水産

法定受託事務

○国営事業およびこれと一体で実施した県営事業で造成された農業水利施設を管理する土地改良区等の管理体制を整備するため、次に掲げる事業を実施する。
　①施設管理協定の策定
　②管理体制整備の推進活動（協議会開催、普及啓発等）
　③管理体制の整備・強化に対する支援（施設維持管理費の一部を国、県、市町が補助する。）

【事業主体】①②…県　　③…　市町
【負担割合】①②…国50％、県50％ ③…国50％、県25％、[市町25％]　※[　]は、予算に含まず

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金

部（庁） 農村振興

そ の 他

事　業
開　始
年　度

　農地保全・指導

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 29 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

31,000 30,800 30,600 30,331

31,000 29,265 28,444 30,096

30,904 28,933 28,121 29,966

63 55 55 56

3 14 9 24

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □□ 縮　　減

□ 整理統合

予　算　額　（単位：千円） 30,000 Ｈ２５の国営造成事業の期間延長に伴い、Ｈ２９まで延長。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

□ 休　　止

特　記　事　項

　地域住民も参画した農業水利施設の管理体制を整備することにより、農業水利施設
に対する理解の醸成や親水空間などの多様な活用を可能にする。

□

■ 継　　続

終期の見直し

千　円

拡　　充

完　　了

□ そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

　各土地改良区とも、管理体制は着実に整備されつつある。

　管理体制整備に対する支援により、土地改良区と地域住民との連携による維持管理を定着させ、
土地改良施設の多面的機能を適正に発揮させるため、今後も継続していく。

一　般　財　源 30,000

[事業の評価]

の推移 成果 8

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

施設管理協定締結数

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

107.7% 対象土地改良区が非農家団体（507集落）と管理協定を締結する。

△ 1.8%

Ⅰ

58 Ⅲ

△ 0.7%

決 算 額 の 推 移 △ 0.9%

事業効果 指標

活動 対象土地改良区数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 30,000

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
△ 0.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 30,000

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫地域水利施設活用事業（県営造成施設）

その他

［事業内容］

事務区分

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　農業水利施設の有する多面的機能を適切に発揮するため、県営造成施設等を管理している土地改良区に対し支援を行い、地域住民など非農家を含めた管理体制を整備する。

事業終了
予定年度

経過年数

事      業      名 実行予算

新しい方向をひらく農林水産業

所　　属 農林水産

法定受託事務

○県営事業で造成された農業水利施設を管理する土地改良区等の管理体制を整備するため、次に掲げる事業を実施する。
　①施設管理協定の策定
　②管理体制の整備・強化に対する支援（施設維持管理費の一部を県、市町が補助する。）

【事業主体】①…　県　　　　　②…　市町
【負担割合】①…　県１００％　②…　県５０％、[市町５０％]　※[　]は、予算に含まず

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金

部（庁） 農村振興

そ の 他

事　業
開　始
年　度

　農地保全・指導

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 農地整備 Ｇ・Ｔ

1 ■ □ H5 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 22 年 □

 ２３年度  ２４年度  ２５年度  ２５年度

3,360 2,921 2,458 1,966

3,075 2,546 2,251 1,966

3,075 2,545 2,250 1,966

2,885 2,992 3,288 3,369

53.4% 55.4% 60.9% 61.7%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 農村振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 担い手育成土地利用調整推進事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　将来の農業生産を担う望ましい経営体の育成を図るため、大規模経営が可能となる圃場の大区画化や農地の汎用化等の農業生産基盤の整備と併せて、担い手に農地の利用集積を図る。

［事業内容］

○土地改良区等が自主的に土地利用調整活動等を行う事業に対して補助する。
　・土地改良区等が市町村構造政策推進会議の方針に添って行う自主的活動
　　　　①関係農家の意向調査　②換地による農地集団化についての調整　③農地流動化についての調整
　・土地改良区による推進活動
　　　　①生産組織の育成強化に関する活動　②農業機械利用再編に関する活動　③その他農地集積事業の推進に必要な活動
【事業主体】　市町または土地改良区　　【負担割合】　平地：国５０％　県２５％　［その他２５％］　　※［］は予算に含まず。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中山間：国５５％、県２５％　［その他２０％］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,028 △ 24.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 938 △ 23.4%

決 算 額 の 推 移 △ 13.8%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 農地利用集積面積 5.4% 水田・畑作経営所得安定対策（品目横断的経営安定対策）実施地区　（Ｈ１９制度導入）（単位：ha） Ⅰ

指標 農地利用集積率 5.0% 集積面積／受益面積 Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 938 　効率的かつ安定的な経営体が中心となった農業構造の早期確立が強く求められて
おり、ほ場整備等の実施地区において、担い手や生産組織への土地利用集積を図
る。

財源内訳

国　　　　　庫 618

その他特定財源

一　般　財　源 320

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
基盤整備の進捗とともに、農地利用集積面積が増加している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　ほ場整備を契機として、将来の農業生産を担う効率的、安定的な担い手への農用地の利用集積を
促進し、生産性の高い農業構造の実現を図っていくため、ほ場整備等と併せて今後も事業を継続し
ていくことが必要である。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ H8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 19 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

101,930 102,731 97,822 97,866

101,387 102,266 97,865 97,252

101,387 102,266 97,865 97,252

3 3 3 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □□ 縮　　減

□ 整理統合

予　算　額　（単位：千円） 104,854

財源内訳

国　　　　　庫 26,662

その他特定財源 50,870

□ 休　　止

特　記　事　項

　基幹水利施設を適正に管理することによって、田・畑に安定的に水を供給できる。

□

■ 継　　続

終期の見直し

千　円

拡　　充

完　　了

□ そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

　国営土地改良事業で造成した施設の維持管理を適切に行っている。

　大規模農業水利施設については、その規模や公益性から適正な管理に対する特段の配慮が必要で
あり、今後も事業を継続していく必要がある。

一　般　財　源 27,322

[事業の評価]

の推移 成果

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

目標値の設定が困難

0.0%3 Ⅱ

0.9%

決 算 額 の 推 移 △ 1.4%

事業効果 指標

活動 対象地区数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 107,031

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
1.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 104,854

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫基幹水利施設管理事業

その他

［事業内容］

事務区分

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　国営土地改良事業で造成された基幹水利施設のうち、大規模で公益性の高いものについて、県が管理することにより、その効用を適正に発揮する。

事業終了
予定年度

経過年数

事      業      名 実行予算

所　　属 農林水産

法定受託事務

○国営土地改良事業で造成した次の基幹水利施設の維持管理を行う。
　　・坂井北部地区（坂井北部丘陵揚水機場）
　　・日野川用水１期地区（八乙女頭首工、幹線用水路、調整槽等）
　　・日野川用水２期地区（桝谷ダム、二ッ屋頭首工、二ッ屋導水路等）
【事業主体】県
【負担割合】国３０％、県３０％、その他４０％　　（国庫対象外　県　その他）

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

部（庁） 農村振興

そ の 他

事　業
開　始
年　度

　農地保全・指導

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　技術管理・評価 Ｇ

1 □ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

279 279 140 140

71 115 68 57

35 113 44 27

4 8 3 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　総合評価落札方式は、設計額が原則５，０００万円以上（高度な技術力を要する工種については
一部３，０００万円以上、舗装工事（交通量４，０００台／日以上またはDID地区での工事）は
１，０００万円以上）の建設工事について適用となるが、今後とも審査を適正に行うとともに、技
術委員会の効率的な運営に努める。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　総合評価技術委員会で審議することにより、客観性、透明性の確保が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円） 93

国　　　　　庫

一　般　財　源 93

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

目標値の設定が困難

　成果指標・・・総合評価落札方式による入札実施に対して審査を行う。

 〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

Ⅰ

事業効果 指標

活動 評価委員会開催回数 4 26.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

17.0%

決 算 額 の 推 移 41.1%

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 140 △ 12.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 93

法定受託事務

[事業目的]

　総合評価落札方式による入札を実施するにあたり、関連する事項の審査を行う。

［事業内容］

その他 そ の 他

　総合評価落札方式による入札の実施にあたっての審査事項
　・落札者決定の評価基準に関すること
　・落札者の決定に関すること

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 総合評価落札方式実施事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

所　　属 農林水産 部（庁） 農村振興課

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　農地保全・指導 Ｇ

1 □ □ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 30 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 農村振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

新しい方向をひらく農林水産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 多面的機能支払交付金 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　農業・農村の多面的機能を発揮するため、地域の活動組織が行う活動（農地維持・地域資源の向上）に支援し、農地集積を後押しする。

［事業内容］

○農地を維持する基礎的な以下の保全活動を支援　　　　　　○地域資源の質的向上を図る以下の活動を支援　　　　　　　　　　　　　　○施設の長寿命化など施設の機能向上を図る以下の活動を支援
【農地維持支払】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【資源向上支払（共同活動）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【資源向上支払（長寿命化等）】
　・水路の草刈り、泥上げ、砂利補修等　　　　　　　　　　　・施設の簡易な補修、生態系保全・景観形成などの農村環境の向上活動　　　・施設の長寿命化対策
　・多面的機能を維持する地域活動　　　　　　　　　　　　　・多面的機能の増進を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・広域的な取組の強化、地域資源保全プランの策定

【事業主体】　地域協議会
【負担割合】　県２５％　［国５０％、その他２５％］　　※［］は予算に含まず。　　　推進事業　国庫１００％

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 618,702

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 586,937

決 算 額 の 推 移

活動 農地維持支払に取り組む面積 28,247 平成３０年度までに全耕地（39,700ha）で取り組み

事業効果 指標

の推移 成果

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 586,937 　本事業は、Ｈ２６から日本型直接支払制度が創設されたことに伴い新設された。
Ｈ１９から７年間実施した農地・水保全管理支払交付金事業の内容に、新たに農地
維持支払を加えて制度がスタート。

財源内訳

国　　　　　庫 70,000

その他特定財源 175

一　般　財　源 516,762

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　各地域において、多面的機能支払交付金の制度が定着しつつあり、取組が着実に広がっている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　農用地・農業用施設の保全のための地域の共同活動が定着・拡大させ、多面的機能が適正に発揮
させるよう、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－13－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　農地保全・指導 Ｇ・Ｔ

1 ■ □ S57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

7,341 7,267 7,143 0

7,188 6,920 7,143 0

7,188 6,920 7,143 0

2 2 2 0

139 133 131 129

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 農村振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 土地改良区育成強化対策事業費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　土地改良区の合併の推進等を行い、土地改良区の運営基盤の強化、事務的・技術的能力の向上を図る。

［事業内容］

○統合再編整備事業
　　①統合整備事業…土地改良区の合併を行うための協議会運営経費等。（県および土地改良区）
　　②管理再編整備事業…土地改良区の施設管理形態等の変化に伴う管理体制の再編を行う。(土地改良区)

【負担割合】国５０％、県５０％　　　　※（　）内は事業主体

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 13,996 31.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,496 10.8%

決 算 額 の 推 移 △ 0.3%

活動 対象土地改良区数 2 0.0% Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 県内の土地改良区数 129 2.4% 合併等による土地改良区数の減少を指標とする。 Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 9,496 ・土地改良区の運営基盤強化を図る統合整備を推進するため、土地改良区統合整備
基本計画（マスタープラン）を策定し、計画的に実施している。
・今後、当計画に基づき、本事業を活用し、推進していく必要がある。

財源内訳

国　　　　　庫 4,748

その他特定財源

一　般　財　源 4,748

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　土地改良区の合併の進捗等により、土地改良区の運営基盤の強化が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　土地改良区の運営基盤の強化等を図るため、本事業は不可欠であり、継続していく必要がある。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－14－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　農地保全・指導 Ｇ・Ｔ

2 ■ □ S48 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

7,370 4,602 0 0

2,412 3,120 0 0

2,412 3,120 0 0

2 3 0 0

86.8% 87.1% 87.4% 87.4%

33.0% 33.4% 33.7% 33.8%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 農村振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 農地集団化事業費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　ほ場整備等、換地を伴う事業について、農用地の面的集積を図るため、換地設計、圃場整備地形図作成等の事業を行う。

［事業内容］

（１）換地設計…換地を伴う土地改良事業実施予定地区について、換地計画樹立のための基礎調査および基準を作成する。
（２）圃場整備地形図作成…従前地の地形、面積等を明確に把握する詳細地形図を、空中測量により作成する。

【事業主体】市町、土地改良区、県土連
【負担割合】平　地：国５０％、県４０％、[その他１０％]　　　　※[　]は、予算に含まず
　　　　　　中山間：国５５％、県４０％、[その他　５％]

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,798 △ 38.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,140 △ 1.0%

決 算 額 の 推 移 29.4%

活動 対象地区 2 8.3% Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 ほ場整備率 0.2% 整備面積／農振地域面積 Ⅱ

指標 大区画化整備率 0.8% 大区画化整備面積（50㌃以上）／農振地域面積 Ⅱ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,140 　ほ場整備事業における換地計画等の策定は不可欠であり、今後も実施予定地区が
見込まれることから継続して実施していきたい。

財源内訳

国　　　　　庫 1,211

その他特定財源

一　般　財　源 929

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　ほ場整備事業の実施にあたり、本事業による成果品が有効に活用されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　ほ場整備事業における換地計画等の策定は不可欠であり、今後も継続していく必要がある。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－15－


